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学位論文題名 

Essays on Optimal Income Taxation and Tax Compliance 

（最適所得課税論と税務コンプライアンスに関する研究） 

 

本論文は、租税回避行動に関する理論分析と、個人の租税回避行動を考慮した最

適所得課税問題を分析している。本論文は全４章から構成される。 

 

第 1章では、本論文の全体に関わる研究の動機、先行研究の紹介、第 2章以降に

分析される 3つの理論モデルの概要を述べている。 

 

第２章では、犯罪の経済モデル（Becker, 1968）を脱税に応用した Yitzhaki 

（1974）をベースに、脱税に対する罰金に関する顕著性（Salience）バイアスを

導入した新たなモデルを提案し、これを分析している。Yitzhaki（1974）のモデ

ルでは、所得税率の上昇が脱税額を減少させるが、この理論的帰結は多くの実証

研究に支持されていないことが知られている。一方、顕著性を導入した本研究で

は、一定の条件下で所得税率の上昇が脱税額を増加させることが示されている。

また、この条件は米国のデータを用いたカリブレーションの結果でも支持される

ことが示されている。 

 

第３章では、２期間生きる個人が第１期に所得税を脱税するモデルにおける、最

適所得税制の特徴を分析している。本研究では、先行研究で考えられている脱税

直後に発生する非金銭的費用に加え、脱税行為が行われた次の期間に金銭的費用

が存在すると仮定する。分析では、このモデルは先行研究と異なり Atkinson-

Stiglitz命題が成り立たず、最適資産税率が正になりうることが示されている。



これは、費用発生の遅れが最適税制の設計に影響を与えることを示す結果であ

る。 

 

第 4章では、租税回避の可能性のみが異なる２つの労働部門が存在するモデルに

おける、最適所得課税を考えている。個人は非金銭的費用を支払うことにより、

納税回避が可能な部門に移動することができる。分析では、部門によって異なる

所得税率を設計することにより社会的厚生を高めることができることを示してい

る。これは、租税回避を比較的行いやすい部門における税控除等の制度設計を支

持する結果である。 

令和 6 年 1 月 30 日、上記の審査委員によって構成される審査委員会を実施し

た。本論文の審査委員会での評価をまとめると次のようになる。  

本論文は、最適課税論および租税回避の理論研究に重要な貢献をなしていると評

価された。各章で展開される理論モデルはそれぞれ明快で、数学的に厳密な分析

が行われており、研究論文として十分に評価できるものである。特に第２章は独

創性が高く、租税回避理論に非常に重要な貢献をなしていると評価された。ま

た、第３章の元になる論文は Economics Bulletinに掲載されており、博士号授与

の要件を満たしている。 

一方で、各章の理論の鍵となる仮定に関して実証的な根拠が十分に示されていな

い、分析結果に対して数学的な議論は十分なされているが、経済学的な念意や直

感に関する考察が乏しい、文章表現に改善の余地がある、シミュレーションにお

いて感度分析が不足している、などの指摘があった。ただし、これは今後の研究

の過程で改善していくべきである課題であり、本論文自体の評価を損ねるもので

はない。  

以上より、審査委員会は全会一致で王思琦氏から提出された学位請求論文が博士

（経済学）の学位授与に値する水準であると評価した。  


